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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、「地域環境知の発掘」と「超学際的アプローチ」の導入により、新
たな節水灌漑技術を開発することである。主な研究成果は、1) 現地で伝統的に用いられている節水灌漑技術に
よりメロン栽培が十分に栽培可能であることを観測に基づき明らかにし、2) 本研究によるワークショップをも
とにして、多様なステークホルダーが協働でメロンを用いたピクルスの製造販売を行う活動が開始されたことで
ある。これらの結果は、年間降水量が300 mm程度の調査地における地下水を保全した節水灌漑技術の有効性と発
展を期待させるものであり、干ばつ時においても農業活動を持続的に行うことが可能であることを示唆してい
る。

研究成果の概要（英文）：The objective of this study is to develop new water-saving irrigation 
technologies by "discovering local environmental knowledge" and introducing a "trans-disciplinary 
approach". The main outcomes of this research are: 1) observation has shown that melon cultivation 
is sufficiently feasible with the water-saving irrigation technology traditionally used in the 
region, and 2) based on the workshop conducted by this research, activities have been initiated to 
collaborate with various stakeholders to produce and sell pickles using melons. These results show 
promise for the effectiveness and development of water-saving irrigation technologies that conserve 
groundwater in the study area, where annual precipitation is about 300 mm, and suggest that 
agricultural activities can be sustainable even during droughts.

研究分野：灌漑排水
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、調査地において伝統的に実施されてきた節水灌漑技術によるメロン栽培の水管理について、主に土
壌水分量に注目して明らかにしてきた。調査地の土壌は、保水性は低いながらも冬季の降水を夏季にも土層内に
貯留することが可能であり、メロンはその水分を吸収して成長していることが明らかとなった。地元農家をはじ
め、市長、行政長、農業組合、新聞記者などが参加した超学際的ワークショップにより、節水灌漑によるメロン
が調査地における重要な作物であることが認識され、ピクルス工場が建設された。これは地域の伝統的知識に基
づいて栽培された作物をステークホルダーの協働により加工し産業化した事例である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｆ－１９－２ 
１．研究開始当初の背景 
 農業農村工学分野にとって，乾燥地における持続的農業の創出は悲願の一つであり，不断の
節水灌漑技術の開発が不可欠である．  
 しかし，1960 年代に近代化されたドリップ灌漑以上に水の適用効率が高い灌漑技術は未だ登
場していない．また，灌漑管理の社会的側面からは，参加型灌漑管理（Groenfeldt et al., 1999）
や統合水資源管理（Hassing et al., 2009）が提案・推進されてきた．しかし，水利用・管理を
行う利害関係者（以下，ステークホルダー）の意識低下や対立等の問題が常につきまとい，効
率的・持続的な水資源管理にはさらなる工夫が必要である．  
このように，乾燥地の灌漑農業における工学的・社会科学的な水管理は成熟しきっており，
今後のさらなる水需要の増大に対し，新しい手法・アプローチによる灌漑技術の開発が求めら
れている． 
 本研究では，既往の研究成果に次の２つの新しい手法を取り入れ節水技術の開発を行う．ま
ず地域環境知の発掘である．地域環境知は，科学知と人々の生活のなかで培われてきた多様な
知識体系が融合したものである．これを発掘・活用・広域展開することで，工学的手法のさら
なる活用を実現する新たな節水灌漑技術の開発が期待できる． 
次に，水管理のような問題を，研究者と地域のステークホルダーとの協働により解決してい
こうとする超学際的アプローチ（Hadorn, G.H. et al., 2008; 日本学術会議，2016）を導入す
る．この手法が従来の手法と明確に異なる点は，事業計画を立案する前の段階からステークホ
ルダーが参画することで，より適切な課題を協働で設定しそれを共有することができることで
ある． 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は，将来的に乾燥地における持続的農業を創出することを目指し，地域環境知
の発掘と超学際的アプローチにより地下水資源を保全するための新たな節水灌漑技術を開発す
ることである．ここでいう新たな節水灌漑術とは，たとえば水適用効率の高いドリップ灌漑を
地域環境知によって使いこなすような事例を超学際的に統合し，地域全体で地下水保全を実践
するための仕組みを意味する． 
 
３．研究の方法 
本研究では，先に述べた目的の達成に向けて，現地調査を年 2 回実施する．1 回目（各自 6
～8 月の灌漑期）は主にフィールド調査・インタビュー調査を行い，2 回目（主に代表・分担
者，全員 1 月の農閑期に現地集合）に調査結果をワークショップで統合していく． 
現地調査は，対象地域の基本的な自然科学的・社会科学的・経済的データの収集を行う．ン
バーが各分野における既往の研究手法で節水型灌漑農業に関する現地調査を実施し，自然系，
社会科学系，社会経済系の科学的データを収集する．従来型調査手法とは，水・土サンプル分
析，観測機器によるモニタリング，アンケート調査，統計解析，文献調査等である． 
ワークショップは多様なステークホルダーと共に，1年目）課題の明確化と共有（Co-Design），
2 年目) 課題解決を促す知の共創（Co-Production），3 年目) 政策提言に向けた地域課題解決
に関する公論形成と情報公開（Co-Dissemination），のように超学際研究が提案する３つの協働
（Co-）を実践する．3 回のワークショップは録画・録音を行い，超学際的統合プロセスの文脈
的な解析を行う． 
 
４．研究成果 
各メンバーが基本情報の収集を行った。自然系では、土壌サンプル採取および土壌水分計設
置により、基本的な土性情報と灌漑情報を得た。対象とした農地における栽培作物は天水コム
ギ、少量灌漑メロン、トウモロコシ畑である。灌漑情報については、農家への聞き取りを個別
に行い、灌漑回数や灌漑量等のデータを得ることができた。一方で、地下水位変動に関しては
国会水利局をはじめとする各機関に地下水位データ譲渡の打診を行ったが、政府内の混乱等が
あり残念ながら不調に終わった。社会系では、オープンマーケット調査を行い、農産物の流通・
加工・販売に関する聞き取りを行った。マーケット調査では主にメロン関係の流通について、
複数のトレーダーに聞き取りを行うことができた。 
予定していた初年度のワークショップは、対象地域であるカラプナール市の市長をはじめ国
家水利局、コンヤ平原開発局、そしてローカルステークホルダーの参加を得て開催することが
できた。カラプナール市を含むコンヤ県では、節水灌漑の必要性はすでに十分理解されており、
各農家をはじめとして省庁も水利用については非常に細かな管理を行っていることがわかった。
しかしながら、節水を進めても大規模農業という農業形態がネックとなり、地下水に完全に依
存する同市の地下水量は減少の一途をたどっていることが広く理解されていることも明らかと
なった。つまり、現状、適切な水管理で農業がおこなわれているが、それは必ずしも地下水保
全につながらないことが明確となった。 
2018 年度は、初年度の 2017 年度に引き続き、少量灌漑メロン農家の H.M 氏および天水小麦
農家の G.A 氏らに、地域における伝統的知識を利用した作物栽培技術・方法について聞き取り



調査を行うと同時に、圃場における栽培管理技術の視察を行った。これらの調査から、２つの
作物を伝統的知識に基づいて栽培する地域環境知の枠組みがあきらかになりつつある。両者に
共通するものは、少量灌漑を行うための土壌管理方法が、土壌の性質を考慮した上で、きめ細
かに行われていたことである。 
研究計画の変更により、延期されていたワークショップを開催した。ワークショップは、超
学際的アプローチのもと、研究者はもとより、地元農家、行政関係者、プレス関係者等を招待
して実施した。ここでは、日本における伝統的知識による営農活動について紹介するとともに、
少量生産の農作物に付加価値を付けて販売することで、水・土壌資源を適切に管理しながら収
入を増加させる事例を紹介した。トルコでは、従来、農作物は、生産したのち直ちに出荷する
という流れが一般的であり、生産者が付加価値を付けて農産物を販売するという文化がないた
め、特に地元農家が強い関心を示した。また、環境にやさしい農法や、里山生態系サービスの
事例等をもとに、対象地域で活用できそうな技術や知識について議論を行った。これらの流れ
を受け、ワークショップ時に付加価値を付けた農作物販売に関心を示した少量灌漑メロン農家
の H.M 氏が、自身の農産物の流通経路に強い関心を示した。これは、本研究が目指していた、
地域の農家が自発的に地下水保全を行うための仕組みづくりの一環として、これまで注意を払
ってこなかった領域に関心をもたせ、節水灌漑への意識作りを行う効果があらわれた結果とい
える。 
2019 年度は、メロン畑における定
量的な観測を実施した。図１に 2019
年6月から9月までの圃場における
土壌水分量変化を示す。調査圃場は
隣接するメロン畑を 3 圃場設定し、
通常灌漑区、節水灌漑区、無灌漑区
とした。図 2にそれぞれの圃場から
得られたメロンの収量を示す。観測
期間中に 3 回の灌漑がおこなわれ、
通常灌漑区では栽培期間中もっと
も高い土壌水分量が維持されてい
た。節水灌漑区では、灌漑後は体積
含水率が大きく上昇するが、十分な
水量が得られていないため、速やか
に体積含水率は低下した。無灌漑区
では、土壌水分量は灌漑期間中に体
積含水率で 15％から 12％へと暫時
低下していた。 
メロンの収量は、通常灌漑区、節
水灌漑区、無灌漑区の順に少なくな
っており、収量調査を実施した 6月
から 10 月の間に、それぞれ 1.7 ト
ン、0.92 トン、0.56 トンのメロン
が収穫された。土壌水分量の低下とと
もに収量も低下したが、無灌漑でメロ
ン栽培が可能であることが本データから示すことができた。これは、灌漑水量の削減すること
によって地下水保全が可能になることを意味している。 
2019 年度末にワークショップの開催を計画していたが、新型コロナウィルスの世界的な拡大
により断念した。 
研究計画の遅れおよび新型コロナウィルスのため、研究期間を 2020 年、2021 年の 2 年間延
長した。しかし、延長した 2年間も新型コロナウィルス感染拡大により現地への渡航が出来な
かったことから、日本側研究者が現地調査を実施することはできなかった。また、知の統合を
図るための現地でのワークショップを実施することが出来なかった。ただし、トルコ側研究者
の協力により、現地で無灌漑でのメロン栽培農家を見つけることができた。また、これまでの
ワークショップによる知見をもとにして、市内にピクルスメロン製造工場が建設された。 
これらの研究成果から、節水灌漑ないし無灌漑による地域環境知によるメロン栽培と収穫物
を用いた地域における超学際的なメロンピクルスの製造販売という枠組みは、地域の地下水保
全を実践可能であることが明らかになった。 

図１ 調査圃場における観測期間中の土壌水分量変化 

図 2 調査圃場における観測期間中のメロン収量 
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